





















































































論文審査会は、 7月6日・金曜日、 10時から 12時まで、 4名の審査委員によって経
済学部中会議室で開催された。申請者の論文内容の報告に引き続いて審査委員との質疑
応答が行われた。
審査委員全員から、定性分析とモデルによる定量分析がバランス良く論文全体の中で
位置づけされており、また分析の基礎となるデータセットの構築に関しでも十分に準備
されていること、さらに予備論文の時に比べて各章の内容が充実しているという評価が
あった。特に、 NEGモデルの展開による日本とポーランドの比較分析は、推定結果の
頑健性と解釈には若干の問題はあるものの極めてオリジナリティのある貢献として評
価がなされた。各章を中心とした単独論文では、学会報告や学内紀要への発表、また国
際学会への報告準備もなされている点も評価された。
質疑応答では、その NEGモデ、ルの説明変数選択の根拠と推定結果の妥当性に関して
問題点が指摘された。特に日本の場合において、符号の妥当性の観点からして、人口規
模と失業率、賃金、土地価格などとの多重共線関係の問題への対処の仕方のコメントが
出された。これらに対しては、若干の再推定作業は伴うものの、一定の解釈を加えるこ
とで十分に対応ができることが述べられた。
第2章における「ポーランド労働力移動の特徴Jにおいて、 1990年代から 2000年
代までの長期にわたって労働力移動の変化を分析し、とりわけEU加盟前と加盟以降の
労働力移動の要因がどのように変わったかを分析している。これまで断片的な研究は数
多く出ているが、体制移行期も含めて労働力移動ノミターンの変化を詳細に分析した部分
はオリジナリティがあり EU拡大に伴う労働力移動の要因と影響を考察する上で貴重
な実証研究となっていると評価された。また、ポーランドの地域格差を分析し、圏内市
場の動向と海外労働力移動の要因を関連づけて分析しいている点はオリジナリティが
高く、ポーランドの特殊性を考慮する上できわめて重要である。
最終的には、上記の問題点については重要な部分もあるが、最終製本までには十分に
対応可能であり、また今回提出された博士審査論文の価値を損なうものでないことが審
査委員で確認された。
全体としては、ポーランド及び日本の地域経済事情を的確に捉えた問題設定、定性分
析による新たな知見、モデルの構築における着眼点、データの構築力、高度な計量分析
などについて学位論文に足るという評価が与えられた。また、特に、 NEGもでるによ
る人口移動の比較分析については、海外の学術雑誌手の投稿が期待されるという評価も
なされた。以上の点を踏まえて、審査委員一同一致によって申請論文を博士学位論文と
して合格と判断した。
